
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

21111 防災計画策定事業 防災危機管理部 危機管理課 2

21112 避難対策推進事業（ハザードマップ等作成事業） 防災危機管理部 危機管理課 3

21112 避難対策推進事業（避難標識設置事業） 防災危機管理部 危機管理課 4

21112 災害用物資資機材整備事業 防災危機管理部 危機管理課 5

21112 防災関連施設維持管理事業 防災危機管理部 危機管理課 6

21211 防災行政無線維持管理業務 防災危機管理部 危機管理課 7

21212 対策本部運営事業 防災危機管理部 危機管理課 8

21221 訓練実施事業 防災危機管理部 危機管理課 9

事務事業一覧表
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

法令改正や国、県の計画修正に合わせ、
適宜修正する必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
能登半島地震など近年の災害からの教訓を反映させ、松山市地域防災計画及び松山市水防計画の修正を行い、
総合的な防災力の強化を図ることができたため。

課題
南海トラフ地震の被害想定が見直されたため、
今後も国や県の動向を注視するとともに、
本市の課題も再検討し、計画に反映していく必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

100 100

現状維持 100% 100%

令和8年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

地域防災計画等の計画や
マニュアルの点検・修正

100 100 100 100
必要に応じ、地域防災計画及び水防計画の
修正を行った。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

地域防災計画の製本の方法を見直し、
印刷製本費が減少した

その他 0.0 0.2 0.0

合計 1.0 1.7 2.0

83% 24%

正規職員 1.0 1.5 2.0

その他 0 0

一般財源 2,640 579

0 0 地域防災計画
郵送料

87
一般財源 3,179 2,404 1,710

決算
（千円）

事業費計 2,640 579

主な
取組
内容
【R6】

・松山市地域防災計画の修正、
製本及び配布
・松山市水防計画の修正、製本及び配布

国費・県費 0 0

市債 0 0

（執行率）

225

予算
（千円）

事業費計 3,179 2,404 1,710

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

地域防災計画印刷用紙
消耗品費

地域防災計画製本
印刷製本費

201
市債 0 0 0

その他 0

目的・背景

1959年（昭和34年）9月に発生し、甚大な被害をもたらした伊勢湾台風を契機に「災害対策基本法」が施行された。同法に基づき、
国は防災基本計画を策定しており、その修正等があった場合には、必要に応じて松山市地域防災計画を修正しなければならない。
また、その他の防災関係計画等の策定・改訂を定期的に実施して体制の強化を図ることで、市民の生命、身体及び財産を災害から
保護する。

対象・内容
・国が策定する防災基本計画及び県の地域防災計画、水防計画、被害想定等を基に、必要に応じて本市の地域防災計画をはじめとする
各種計画を見直す。
・安心・安全なまちづくりを推し進めるため、本市の地域防災計画に基づく各種マニュアルを策定・修正する。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 危機管理体制の強化 根拠
法令

災害対策基本法第42条第１項、水防法第３３条第１項、
国民保護法第35条第１項取組みの柱 危機事象に応じた体制の構築

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 防災対策等の推進 ○ － ○ －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
防災計画策定事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
21111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 危機管理担当 948-6794
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

 

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

事業名
避難対策推進事業（ハザードマップ等作成事業）

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
21112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 防災対策等の推進 ○ ○ － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

近年、予想を上回る雨量で甚大な被害が発生している。そのため、平成２７年に水防法等が改正され、最大規模の降雨・高潮に対する
ハザードマップを作成し、災害に応じた避難方法等を適切に周知することが義務となった。
災害の被害を最小限に抑えるため、市民にハザードマップをとおして災害リスクや危険箇所、避難所の正確な情報を伝えることで、
防災意識の向上を図る。

対象・内容

・市民に災害リスクを認識してもらうため、国や県が指定した警戒区域等をハザードマップに反映する。
・令和３年度には、土砂災害・洪水・内水・高潮などのハザード情報を１冊に集約した「まつやま総合防災マップ」 （中心部・城西・
　城北・城東・城南・島しょ部・北条の7エリアに分割）を作成し、市内の全戸に配布している。
・ハザードマップは、転入者や旅行者等も確認できるよう、本庁や支所、出張所、サービスセンターで配布するほか、
　市のホームページにも掲載している。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 危機管理体制の強化 根拠
法令

水防法第15条、土砂災害防止法第8条、松山市地域防災計画
等取組みの柱 避難・備蓄対策の推進

2,596

予算
（千円）

事業費計 8,335 4,750 2,502

国費・県費 4,125 2,354 1,250

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

洪水ハザードマップ作成

洪水ハザードマップ増刷 748
市債 0 0 0

その他 0 0 0 洪水ハザードマップ作成
に係る消耗品

53
一般財源 4,210 2,396 1,252

決算
（千円）

事業費計 7,431 3,399

主な
取組
内容
【R6】

・洪水ハザードマップの新規作成
　５種類（１６河川）
・洪水ハザードマップ(石手川版)の修正

国費・県費 3,697 1,670

市債 0 0

（執行率） 89% 72%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 0 0

一般財源 3,734 1,729

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.0 1.0 1.0

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

各種マップの作成率
100 100 100 100

浸水想定区域図の公表に合わせ、
洪水ハザードマップを速やかに
作成・修正することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

100 100

現状維持 100% 100%

国や県の警戒区域等の指定に合わせ、
速やかに作成しなければならないため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
県の浸水想定区域図の公表に合わせ、洪水ハザードマップ５種類（１６河川）を速やかに作成するとともに、
最新データに合わせ「まつやま洪水ハザードマップ（石手川版）」のデータを更新した。

課題
紙媒体の防災マップは一定数のストックが必要であるが、
法令改正や情報の更新等に速やかに対応するため、
可能な限りデータ化を図る必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

現状維持

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

評価

理由

期待した成果をあげることができた。

標高表示板の全ての申請に対応したほか、避難所標識を計画的に点検することで、
撤去や修繕などを行い適切に維持管理することができた。

事業
評価

災害時に円滑に避難できるよう、
避難所標識等点検による修繕や撤去を
継続的に行う必要があるため。

課題

避難所標識の点検率

100%

指標名

根拠
法令

各種
計画
該当

合計 0.5

事業費／財源

目指す方向性

標識等は、設置している環境で耐用年数が大きく変化するため、
定期的に点検を実施し、必要に応じて修繕していく必要がある。

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和８年度
（最終目標年度）

0.5

15

100%

45 45 45

45

その他

防災対策等の推進

危機管理体制の強化

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名

避難所等標識修繕工事

948-6793防災施設担当

国費・県費

令和7年度

2,750

事業名

21112
1-1:自治事務（実施規定なし） 4:工事（工事に伴う設計委託含む） 避難対策推進事業（避難標識設置事業）

事業
性質

事業
区分

・津波被害から市民を守るために、正確な標高情報を確認できるよう「標高表示板」の掲示を進めていく。
・市民等が災害時に円滑に避難できるよう、避難所標識を維持管理していく。

総務管理費

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

令和5年度

予算
（千円）

事業費計

一般財源

その他

対象・内容

－

82%

－

生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

0.0

市債

0

国費・県費

市債

2,692 1,245

1,650 1,518

決算
（千円）

（執行率）

標高表示板作成費用

0

目的・背景

総合戦略 市長公約
基本目標

政策

施策

主な取組

取組みの柱

災害等に強いまちをつくる

避難・備蓄対策の推進

－

 松山市地域防災計画

1,114

131

危機管理費一般会計 総務費

平成25年の災害対策基本法の改正により、緊急避難場所及び避難所の指定が義務となり、指定緊急避難場所等には
標識を設置し周知している。また、津波被害が想定される沿岸部を中心に「標高表示板」の掲示を進めることで、
災害が発生したときの迅速かつ円滑な避難につなげ「逃げ遅れゼロ」を目指す。

○

市内約２００箇所にある避難所標識の
点検を５年計画で実施し、必要な修繕や
撤去を実施することができた。

15

1,518

1,100

0 0

2,026

2,026

0

0.0

0.5

区分

0

0 0

0

0.5

0.0

0.5

特記
事項

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

種類

令和6年度

0

防災危機管理部 危機管理課

活動
指標

事業費計

その他

一般財源

0 0

1,684 1,245

1,008 0
主な
取組
内容
【R6】

避難所標識の点検
指定避難所標識の修繕工事
標高表示板の設置

正規職員 0.5

98%
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

食 達成率

目標

実績

達成率

大規模災害に備え、
継続して主要な避難所への備蓄配備を
進める必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 賞味期限や使用期限のある備蓄物資を更新したほか、主要な避難所への災害用物資の分散備蓄を進めたため。

課題
予算に限りがある中で、災害発生時に必要な物資を見極め、
迅速かつ円滑に提供できるよう、必要な備えを進めることが
重要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

125,000 126,958

現状維持 100% 102%

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

備蓄食品の配備
125,000 125,000 125,000 125,000 備蓄物資の購入・更新により、

南海トラフ巨大地震の被害想定
約１２万５千人分の食料備蓄を
維持できている。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

令和７年度に5,478千円を繰越その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.0 1.0 1.0

99% 71%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 0 500

一般財源 17,254 13,333

0 0 トイレカー車庫設置工事
前払金

3,100
一般財源 17,432 20,626 20,649

決算
（千円）

事業費計 19,093 17,795

主な
取組
内容
【R6】

災害用備蓄物資の購入・更新
水防資機材の整備
トイレカー車庫整備

国費・県費 1,839 3,962

市債 0 0

（執行率）

7,694

予算
（千円）

事業費計 19,351 25,114 53,682

国費・県費 1,919 4,488 3,233

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

備蓄物資等消耗品費

マンホールトイレ等備品
購入費

6,694
市債 0 0 29,800

その他 0

目的・背景
平成７年１月１7日に発生した阪神・淡路大震災を契機に、食料や生活必需品等の備蓄を開始した。
現在は、平成２５年１２月に公表された「愛媛県地震被害想定」による「南海トラフ巨大地震」の被害想定を基に計画的な備蓄を進め、
安全・安心で持続可能なまちづくりを目指している。

対象・内容
・地震等の大規模災害発生時に、松山市域の被災者や帰宅困難者等に食料や飲料水等の物資を速やかに供給するため、
必要な物資の備蓄配備を進める。
・風水害等での被害を軽減するため、水防活動で使用する資機材を整備し、市民の生命、身体及び財産を災害から守る。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 危機管理体制の強化 根拠
法令

災害対策基本法第４９条、防災基本計画、松山市地域防災計
画取組みの柱 避難・備蓄対策の推進

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 防災対策等の推進 ○ － ○ －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
災害用物資資機材整備事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
21112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

円 達成率

目標

実績

件 達成率

事業名
防災関連施設維持管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

3:指定管理
21112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 防災対策等の推進 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
安岡避難地は、平常時には市民がスポーツ等に利用し、災害時には一時避難場所等として活用できるよう最適な状態に保つ。
水防センターは、国土交通省が整備した重信川河川防災ステーション内にあり、平常時は地域のコミュニティや研修の場所として、
災害時は備蓄倉庫・水防倉庫・消防団待機所などの活動拠点として活用できるように最適な状態に保つ。

対象・内容
安岡避難地は、平成21年度から北条ふるさと館や北条公園等の各種施設と合わせて、指定管理者に維持管理業務等を委託。
指定管理者：ふるさと北条ファンづくり応援団（R4.4.1～R8.3.31）
水防センターは、清掃業務や浄化槽及び消防用設備等の点検業務を実施。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 危機管理体制の強化 根拠
法令

松山市安岡避難地条例、松山市安岡避難地条例施行規則
取組みの柱 避難・備蓄対策の推進

3,266

予算
（千円）

事業費計 4,607 4,092 4,172

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

北条ふるさと館指定管理
料

水防センター浄化槽維持
管理業務委託

94
市債 0 0 0

その他 1,092 961 720 松山市水防センター清掃
業務等委託

76
一般財源 3,515 3,131 3,452

決算
（千円）

事業費計 4,236 3,939

主な
取組
内容
【R6】

・安岡避難地は、北条ふるさとファンづくり
応援団に指定管理業務を委託し、施設を維
持管理した。
・水防センターは、清掃業務、浄化槽及び消
防用設備等をそれぞれ委託し、施設を維持
管理した。

国費・県費 0 0

市債 0 0

（執行率） 92% 96%

正規職員 0.2 0.2 0.2

その他 741 678

一般財源 3,495 3,261

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.2 0.2 0.2

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

安岡避難地
グラウンド使用料

157,000 300,000 300,000 300,000
安岡避難地は、他のグラウンドと合せて
利用案内を行うことで利用増に繋がった。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

活動
指標

水防センター浄化槽の
保守点検件数

12 12 12 12

309,210 343,850

単年で増 196.9% 114.6%

水防センターの適切な維持管理のため、
浄化槽の保守点検を委託した。

12 12

現状維持 100% 100%

施設を有効に活用できるよう、適切な
維持管理を継続する必要がある。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 安岡避難地、水防センターのいずれについても、当初計画した通りに、運用及び維持管理を実施した。

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

6



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

災害時の有効な情報伝達手段として
必要であるため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
不具合を発見した場合は、改修計画を立案し必要な措置を講じるなど、防災行政無線等を常に適切に維持管理し、
市民に防災情報や避難情報等を確実に伝達することができたため。

課題
維持管理経費等の軽減につながる、防災行政無線に代わる
通信手段等の研究・検討が必要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

45 45

現状維持 100% 100%

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

防災行政無線の屋外子
局点検箇所数

45 45 45 45
防災行政無線を予定通りに
適切に管理することができた

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

修繕箇所の増加による工事費の増その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.0 1.0 1.0

97% 101%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 0 0

一般財源 19,140 21,228

0 0 防災行政無線維持管理
等の委託料

6,383
一般財源 21,737 20,143 27,795

決算
（千円）

事業費計 83,940 102,228

主な
取組
内容
【R6】

・防災行政無線の更新工事
・防災行政無線の維持管理

国費・県費 0 0

市債 64,800 81,000

（執行率）

86,965

予算
（千円）

事業費計 86,537 101,143 27,795

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

防災行政無線更新等の
工事請負費

デジタル防災行政無線専
用回線等の通信運搬費

7,020
市債 64,800 81,000 0

その他 0

目的・背景
地震や風水害などでは気象情報や避難情報を、武力攻撃などの緊急事態ではその情報を市民に迅速かつ確実に伝達する手段として、
平成２８年度にデジタル防災行政無線を整備し、令和３年度には災害時の通信手段の多様化を図るため防災IP無線機を導入した。
災害時や緊急時に情報を確実に伝達できるよう、デジタル防災行政無線や防災ＩＰ無線機を適切に維持管理する。

対象・内容
デジタル防災行政無線は、市民に広く情報を伝達する設備として市内全域に整備し、計画的な点検による不具合の早期発見と
修繕を行う。
防災ＩＰ無線機は、各地区の支所や避難所となる公民館等に配備し、点検や訓練を行うことで災害時の通信手段を確保する。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 災害発生時の対応の迅速化 根拠
法令

電波法、松山市地域防災計画
取組みの柱 情報伝達方法の多様化の推進

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 災害発生時における体制の整備 － － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
防災行政無線維持管理業務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

21211

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

実災害に備えるため、年度当初に
災害対策（警戒）本部に関する研修を
実施する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
災害対策（警戒）本部事務局に関する説明や、総合防災情報システムの操作研修などを行うことで、
円滑な本部運営につなげることができた。

課題
人事異動に対応するため、年度当初速やかに研修や訓練を
行う必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

6 6

現状維持 100% 100%

令和8年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

災害対策（警戒）本部
運営に係る研修会開催

6 6 6 6
当初の目標どおり、研修会を
実施することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

令和6年7月土砂災害での避難者対応で
扶助費が増加した。

その他 1.0 1.0 0.0

合計 2.8 3.5 3.0

91% 104%

正規職員 1.8 2.5 3.0

その他 0 58

一般財源 25,992 18,882

0 災害対策本部通信機器
等回線使用料

3,885
一般財源 28,662 27,048 39,015

決算
（千円）

事業費計 25,992 28,232

主な
取組
内容
【R6】

・災害対策（警戒）本部の設置（8回）
・総合防災情報システム操作研修実施
・避難所担当職員研修実施
・住家被害認定調査研修実施

国費・県費 0 9,292

市債 0 0

（執行率）

8,888

予算
（千円）

事業費計 28,662 27,048 40,515

国費・県費 0 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

総合防災情報システム
運用支援業務委託料

総合防災情報システム
パッケージ使用料

8,129
市債 0 0 1,500

その他 0

目的・背景
災害等が発生し、または発生するおそれがある場合には、市の全庁的な対応体制となる災害対策（警戒）本部を設置運営し、
対策の決定・指示及び情報収集・伝達などを行い、市民の生命、身体、財産を保護する。

対象・内容

・災害等が発生し、または発生するおそれがある場合には、災害応急対策を迅速かつ的確に行うため、
松山市地域防災計画に基づき災害対策（警戒）本部を設置運営する。
・総合防災情報システムの運用支援委託を行い、本部事務局職員等にシステム研修を行うことで、
災害対策（警戒）本部を円滑に運営する。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 災害発生時の対応の迅速化 根拠
法令

災害対策基本法第２３条の２第１項、水防法第３条、
国民保護法第１６条第１項取組みの柱 対策本部運営の充実・強化

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 災害発生時における体制の整備 ○ － － －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
対策本部運営事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
21212

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 危機管理担当 948-6794
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

人 達成率

市民の防災意識の高揚、
関係機関との連携強化を目的に、
引き続き訓練を実施していくため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
行政と市民が一体となって訓練を実施することにより、防災行政への理解が深まるともに防災意識の高揚が図られたため。
災害対応のため中止となった訓練もあったが、災害対策（警戒）本部運営については、本部事務局員への説明会を行うことで
災害対応力の維持につなげることができた。

課題
大規模災害に備えるためには、更なる災害応急対応体制の充実、
市民の防災意識の高揚が必要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

文書での参加案内やSNSなどでの
多方面への呼び掛けが、多くの市民や
関係者の参加につながった。

2400 1500

現状維持 160% 100%

活動
指標

総合防災訓練の
参加人数

1500 1500 1000 1500

2 4

現状維持 40% 80%

令和8年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

本市主催の防災訓練の
実施回数

5 5 5 5
災害の発生により、避難所運営訓練を
実施することができなかったため

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

会場設営等に係る人件費の
高騰による事業費の増

その他 0.0 0.2 0.0

合計 1.5 2.0 2.0

124% 103%

正規職員 1.5 1.8 2.0

その他 0 0

一般財源 2,288 1,870

0 0 総合防災訓練放送設備
一式使用料

132
一般財源 1,844 1,811 2,095

決算
（千円）

事業費計 2,288 1,870

主な
取組
内容
【R6】

・風水害対応図上型防災訓練（５月）
・水防工法訓練（5月）
・市総合防災訓練（1１月）
・国民保護図上訓練（２月）
・地震対応図上型防災訓練（２月）
・その他の機関が主催する各種訓練に参加
（随時）

国費・県費 0 0

市債 0 0

（執行率）

1,078

予算
（千円）

事業費計 1,844 1,811 2,095

国費・県費 0 0 0

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

総合防災訓練会場設営
委託料

総合防災訓練訓練施設
組立等委託料

297
市債 0 0 0

その他 0

目的・背景

災害対策基本法及び松山市地域防災計画に基づき、本市が、自主防災組織等の市民をはじめ、防災関係機関、
民間協力団体・事業所などと一体となって、総合的かつ実践的な防災訓練を実施する。
訓練を重ねることで、災害応急対応体制の充実や連携協力関係の強化を進めるとともに、市民の防災意識の高揚と
地域防災力の向上を図り、安全・安心なまちづくりにつなげる。

対象・内容

・市内全域で各種防災訓練を実施する。
①出水期前に水防関係者や自主防災組織を対象とした水防工法訓練
②本市の迅速かつ的確な災害応急対策を目的とした図上型防災訓練
③豪雨災害の被災地であることを踏まえた土砂災害に特化した避難訓練
④防災関係機関、消防団、自主防災組織等が参加する総合防災訓練　　など

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

主な取組 災害発生時の体制づくり 根拠
法令

災害対策基本法第４８条第１項、国民保護法第４２条第１項
取組みの柱 国、県その他関係機関との連携体制の強化

市長公約
政策 災害等に強いまちをつくる

施策 災害発生時における体制の整備 ○ － ○ －

基本目標 生活に安らぎのあるまち【安全・安心】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
訓練実施事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
21221

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 危機管理担当 948-6794
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